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～事業者向け説明会、相談会を開催しています～

【相談窓口】
内閣府沖縄総合事務局
総務部公正取引室
消費税転嫁対策調査室
ＴＥＬ：098-866-0034

総　務　部

今般の農林水産施策の見直しに関する
沖縄県説明会を開催

農林水産部

消費税の転嫁拒否等で困っていませんか？

　公正取引委員会及び当局では、消費
税の円滑かつ適正な転嫁を図る観点か
ら、平成25年10月に施行された消費
税転嫁対策特別措置法の内容を広く周
知するため、多くの事業者及び事業者団
体を対象に説明会を開催しており、消
費税率の引上げに伴って懸念される消費
税の転嫁拒否等の行為に対しては、迅
速かつ厳正に対処することとしています。
　また、公正取引委員会では、転嫁拒
否等の行為に関する事業者からの相談
や情報提供を受け付けるための相談窓
口を設けているほか、転嫁拒否等の行為
に関する情報を積極的に収集するため、
大規模な書面調査を実施しています。
　今般、これに加えて、事業者の方々
にとって、より一層相談しやすい環境を
整備するため、全国各地で転嫁拒否等
の行為に関する相談を受け付ける移動
相談会を実施しています。

　沖縄地区を管轄する当局公正取引室
においても、去る１月14日（火）に宮古島
市、１月15日（水）に石垣市、２月13日
（木）に名護市、２月24日（月）に那覇市に
おいて、説明会及び相談会を実施しまし
た。説明会に参加した方からは、「今後、

今回のような説明会があったら、また参
加して勉強したい。」などの意見が寄せ
られました。
　また、３月19日（水）に沖縄市にお
いて説明会及び相談会の実施を予定し
ており、中部地区に所在する事業者の
皆さんの説明会への御参加を募集して
います。説明会終了後に、相談会も実
施しますので、消費税の転嫁拒否等の
行為でお困りの事業者の方は、お気軽
に御相談ください。また、相談会以外
でも、電話等で随時相談に応じています。
詳細は沖縄総合事務局のホームページ
を御覧いただくか、下記連絡先までお
問い合わせください。

　２月５日(水)に、那覇市内において、
県や市町村、関係団体等を対象とした
「今般の施策見直しに関する沖縄県説明
会」を開催しました。
　説明会では、「農林水産業・地域の
活力創造プラン」（特集参照）に基づく
主要施策（４つの改革）である「農地
中間管理機構制度の創設」、「新たな経
営所得安定対策」、「水田フル活用と新
たな米政策」、「日本型直接支払制度の
創設」について農林水産省の各局担当
者から説明がなされ、県内各地から
140名もの参加をいただきました。
　説明会での意見交換では、参加者か
ら現場での施策活用に向けて多くの質問
がなされ、これらの施策に対する高い関
心が感じられました。
　本年は「攻めの農林水産業実行元年」

になりますが、「４つの改革」の実行に
当たっては、県、市町村、関係団体、
農業者の方々などを含めた農業関係者
の十分な理解と積極的な取組が不可欠
です。沖縄総合事務局では沖縄県とも
共同して県内各地域での説明会を実施
しておりますが、今後もより丁寧な説明
を心掛け、沖縄農業の発展に力を尽くし
てまいります。
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沖縄発！医療機器開発を目指して
～おきなわ医工連携セミナー～
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経済産業部 アジアITビジネスパートナーシップ事業

　今回、公益社団法人沖縄県情報産業
協会（IIA）と当局が連携し、アジアの新興
国であるミャンマーとビジネス交流・人
材交流の足掛かりを作るため、アジアIT
ビジネスパートナーシップを実施しまし
た。
　アジアの新興国「ミャンマー」と聞くと
何を思い浮かべるでしょう？
　アウンサンスーチー女史？それとも独
裁的軍事政権？はたまたビルマの竪琴？
（少々古いですね）でしょうか？
　ミャンマーは、ベトナムやタイと同様、
情報産業振興に力を入れている親日的
な国で、今後、大きな発展が見込まれる
ため、多くの先進国がこぞって投資を行っ
ています。
　平成24年12月にJICA沖縄国際セン
ターが、IT事業者らとともに、ミャンマー
のIT産業の現状（人材、コスト、企業数、
技術レベル等）を調査したところ、同国で
は、年間4,000人の情報系学生が輩出さ
れており、小学校から英語教育を取り入
れているため、ITの分野においては、全て
英語で技術の習得が行われています。

　また、インターネットについても整備さ
れつつあるようですが、全体的には通信
速度も遅く、不安定な状況がみられるよ
うです。
　一方で、技術者のレベルについては、
基礎～中級といった感じですが、非常に
真面目な印象で若年層が多いということ
です。
　これを受け、ミャンマーのIT企業との
連携を進める前に、彼らにも沖縄の現状
を見てもらい、技術だけでなく、人的な面
も含めた交流とすべく、去る11月にMCF
（Myanmar Computer Federaiton）か
らIT企業の経営者を招聘し、アジアITビ
ジネスパートナーシップ事業を実施しま
した。
　県内のIT企業やIT施設等を訪問し、意
見交換を行う中で、沖縄のIT企業の技術
レベル、商品、社会インフラの整備状況
等を確認していただきました。
　ミャンマーのIT企業側は、「気候風土
にホスピタリティと沖縄はいずれも素晴
らしいものを持っています。我々も沖縄・
日本の文化や言葉を覚えるようにしたい

と思いますが、今後、パートナーとして連
携し、我々とともに世界に打って出るため
に、あなた方も言葉の壁を越えていただ
きたいと思います。」と英語習得の必要性
を訴えていました。
　アジアの国々は国ごとで言語が異なる
ため、コミュニケーションをとるために共
通の言語が必要となります。一芸（IT）に
秀でていれば良かった時代から、これか
らはコミュニケーション能力、外国語習
得と二芸にも三芸にも秀でる必要がある
ようです。
　若い方々だけではなく、中年・熟年の皆
様も是非、二芸・三芸に秀でた「人財」を
目指し、皆で、より良い沖縄を実現いたし
ましょう。

　日本で使用されている医療機器は、海
外製の機器が多いということを御存じで
しょうか？実は現在、日本の医療機器市
場は、約6,000億円の輸入超過となって
います。
　そこで、経済産業省では、国内医療機
器産業の競争力を強化するため、高い技
術力を有する“ものづくり企業”と“医療
機関”との連携（「医工連携」）による、日
本発の医療機器開発・実用化を支援して
います。
　沖縄には、琉球大学医学部に国内最
大級の医療人材育成施設「おきなわクリ
ニカルシミュレーションセンター」が設置
されたことにより、研究者や医療関係者
等が集まりやすい環境が整いつつありま
す。また、沖縄科学技術大学院大学の開
学により、知の集積も進みつつあります。
さらに、沖縄県金型技術研究センターの
開設に伴い、金型製造企業が県内に進出
しており、沖縄における医療機器開発に
向けた「医工連携」の可能性は高まって

います。
　沖縄においては、医療機器を開発・製
造している企業がほぼない状況ですが、
上述のとおり医工連携による新産業創
出の機運が高まりつつあり、沖縄総合事
務局経済産業部では、そのような潮流を
加速させるため、医工連携のマッチング
創出及び医療機器開発・製造産業の創
出に向けた取組を行っています。
　その取組の一環として、去る12月13
日（金）、琉球大学にて「おきなわ医工連
携セミナー（主催：おきぎん経済研究
所）」が行われました。
　本セミナーでは、医療関連産業への参
入に興味はあるものの参入手法が分か
らないという課題を有する“ものづくり企
業”や“情報関連企業”、そして、医療関係
者など総勢約40名が参加しました。
　一般社団法人日本医工ものづくりコモ
ンズの谷下理事から「臨床ニーズに立脚
した医工連携実践のプラットフォーム」
について、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティング株式会社の柏野主任研究員か
ら「医療機器産業への参入の近道」につ
いて、株式会社スカイネットの井上代表
取締役社長から「製販企業との連携、異
業種連携のポイント」について御講演が
あり、活発な意見交換が行われるなど、
医工連携への関心の高さが伺えました。
　今後も当部では、沖縄発の医療機器開
発・製造産業の創出に向け、医療業界と
産業界との出会いの場づくりなどに取り
組んでまいります。
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セキュリティ・ミニキャンプを開催経済産業部

ネット環境の普及と不正アクセス
　群星を読まれている方の中で、日頃、パ
ソコンやスマートフォン等を「使わず」に生
活している方はいらっしゃるでしょうか？
　職場や御家庭でも、これらのツールを駆
使し、様々な情報を収集したり、ゲームや
ソーシャルネットワークサービス等を楽し
む方が増え、特別な知識やスキルがなくて
も、ITやNETを上手に使い、生活に、学習に
と幅広く利活用する時代が到来しました。
　ただ、便利な世の中になるに従い、別の
問題も発生しています。コンピュータウィル
スやクラッカー（ハッカーと呼ぶ方もいま
すが、本来の意味は「コンピュータ技術に
精通した者」です。）による不正アクセス等
の増加です。
　情報通信技術が発達し、様々な技術・ア
イディアを駆使することで、非常に便利な
世の中になっていますが、本人の知らぬ間
に、個人情報が盗み出されたり、データが
改ざんされたりと、一般の方々には、何が
起こったのか理解できず、大きな混乱を引
き起こす悪質な犯罪もあります。

正義のハッカーを育てよう
　セキュリティ・キャンプは、若い方 （々22
歳以下の学生・生徒を対象）のセキュリ
ティ意識の向上や、将来、第一線において
活躍することが期待される優秀なセキュリ
ティ人材の早期発掘と育成を目的として、
平成16年から独立行政法人情報処理推
進機構(IPA)が開催しています。
　沖縄でも去る12月20日（金）～21日
（土）の間、ミニキャンプが行われました。県
内の大学・高専・専門学校・高校等から、20
人の学生・生徒がエントリーし、沖縄科学
技術大学院大学のシーサイドハウスでネッ
トワークとソフトウェアの二つのセキュリ
ティ・クラスを開催しました。
　本キャンプは、単に技術的な話だけでは

なく、正しい倫理観に基づいた、「正義の
ハッカー」を育てるためのカリキュラム、プ
ログラムとなっており、セキュリティ業界、
IT業界の第一線で活躍する現役の技術者
が直接指導を行いました。
　キャンプ終了後の講師陣と受講生への
インタビューがYOUTUBEに掲載されて
いますので、御覧ください。
http://www.youtube.com/watch?v=
zTIMtPbgkSE　
産学官連携による人材の育成
　沖縄では、観光に次ぐ産業の柱として、
情報通信産業の振興を行ってきましたが、
情報セキュリティの確保は、農林水産業や
サービス業等様々な産業の基盤である情
報通信技術を活用する上で必要不可欠な
ものです。
　今後も、管内の産業の成長を支えるイン
フラとして、情報通信産業の核とな技術と
して、優秀なセキュリティ人材の発掘・育成
は非常に重要であり、これを産学官が連携
し進めることで、暮らしやすい、豊かな沖縄
の実現に貢献してまいります。
↓参考　キャンプ実施協議会
http://www.security-camp.org/instructor/キャンプでの講義の様子

河合局長式辞

億首ダムが完成しました！
～竣工式を開催～

開発建設部

　金武町の億首川へ建設を進めていた
億首ダムが完成し、去る２月１日（土）
に竣工式を執り行いました。
　億首ダムは、水道用水専用の金武ダ
ムを再開発し、億首川沿川の洪水被害
を軽減するとともに、水道用水及び農
業用水の供給、さらに、河川環境を保全・
維持することを目的とした多目的ダムで
す。総貯水容量は856万㎥となり、金
武ダム貯水容量の約10倍となります。
　竣工式は、億首ダムの多目的広場で
行われ、地元の方々を始め関係者約
230名が出席しました。
　式典は、主催者を代表して河合正保
沖縄総合事務局長の式辞に始まり、山
本一太内閣府特命担当大臣の挨拶（阪
本和道内閣府審議官代読）、太田昭宏
国土交通大臣の挨拶（金尾健司水管理・
国土保全局河川計画課長代読）、そして、

北牧正之北部ダム事務所長の工事経過
報告に続き、仲井眞弘多沖縄県知事の
祝辞（武村勲土木企画統括監代読）、
儀武剛金武町長から祝辞を頂きました。
また、主催者から、億首ダム建設事業
へ多大な協力及び貢献をされた金武町、
億首ダム地主協議会、金武区、並里区、
中川区へ感謝状が贈呈されました。そ
の後、ダム湖名などの命名者表彰、記

念植樹、くす玉開披が行われ、最後に、
小平田浩司沖縄総合事務局開発建設部
長の発声により万歳三唱が行われ、億
首ダムの完成を心から祝いました。
　億首ダムの竣工に当たり、御支援、
御協力いただきました地元の皆様、御
指導いただきました関係機関の皆様に
心から感謝申し上げます。
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「足場からの墜落・転落災害防止総合対策
推進要領等に関する説明会」を開催

開発建設部

　建設業における死亡災害の中で、墜
落・転落を原因とするものは減少傾向
にあるものの、依然として高い水準となっ
ています。
　このような中、足場からの墜落・転
落災害の防止については、従来から、
厚生労働省において、労働安全衛生規
則等に基づき対応がなされており、平
成24年２月には同省において、「足場
からの墜落・転落災害防止総合対策推
進要領（以下「要領」という。）」が作
成され、国土交通省から建設業団体へ
周知等をしています。
　建設産業・地方整備課では、同災害
の防止に資するため、平成25年２月に
も開催した「足場からの墜落・転落災
害防止総合対策推進要領等に関する説
明会」を、去る12月４日（水）に厚生
労働省沖縄労働局及び全国仮設安全事

業協同組合から講師を招いて開催しま
した。
　本説明会では、まず沖縄労働局の担
当者から、過去、手すり等を設置してい
たにも関わらず墜落災害で死亡した事
例や、被災者はベテラン、高齢者に多
いこと等の説明があり、その強化策や足
場の安全点検等の充実を図るための措
置等、要領に盛り込まれた内容につい

の説明もありました。また、全国仮設安
全事業協同組合の担当者による要領に
対応した足場を実際に組んでの実演講
座も行いました。
　説明会には、沖縄県内の建設業者64
名が参加し、各講師の説明を熱心に聴
講していました。特に足場実演講座は、
「実演があって大変よく分かった。（現場）
作業時に反映したい。」と好評でした。

座学 実演

お知らせ
information
お知らせ「子メーター（証明用電気計器）」の有効期限は過ぎていませんか!?

テナント、貸しビル、自動販売機等に使用されている子メーター
（証明用電気計器）は有効期限内でないと使用ができません！

●電気メ－タ－に関する計量法について----------内閣府　沖縄総合事務局　経済産業部　エネルギー対策課　☎098(866)1759
●検定について------------------------------------------------------------日本電気計器検定所　沖縄支社　☎098(934)1491
●修理について---------------------------------------------------------------------沖縄電機工業株式会社　☎098(929)1255
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

子メ－タ－（証明用電気計器）は、公的機関を含むビル内のテナント、アパ－ト、貸ビル、寮、市場、社宅等で電気料金の配分証明に用いられる
もののほか、太陽光発電・風力発電等に使用している売電用のメ－タ－も対象です。
　☆検定に合格し、有効期限内のものでないと使用できません。（計量法第16条）例：車検のようなもの
　☆国、都道府県知事又は特定市町村の長の立入検査等があります。（計量法第148条）
子メ－タ－の検定を受けるには、受検代行を行っている修理業者を御利用になると便利です。子メ－タ－の取替えには、現在使っているメ－タ－を
修理し使用するケースと、検定済計器と交換し使用（ワンタッチ方式）するケ－スがあります。具体的なお問い合わせは下記機関に御相談ください。

検定ラベル 子メーター

親メーター
子メーターには「電」という文字がない！

検定証


